
令和５年度第３回秋田県医療審議会（医療計画部会）

次期秋田県外来医療計画の策定について

0１．秋田県外来医療計画の概要
0２．次期秋田県外来医療計画の方向性
0３．次期秋田県外来医療計画の主な検討事項

医務薬事課
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0１．秋田県外来医療計画の概要
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（１）外来医療計画について

● 「外来医療計画」とは、平成30年７月の医療法の一部改正により、医療計画における「外来医療に係る医療
提供体制の確保に関する事項」を定めたものである。

● 外来医療機能の偏在・不足等の情報を可視化するため、二次医療圏その他当該都道府県の知事が適当と認め
る区域ごとに、協議の場を設け、関係者との連携を図りつつ協議を行い、その結果を取りまとめ公表していく。

● 本県では令和元年度に外来医療計画を策定し、令和2年度から令和５年度までの計画期間で取り組みを進めて
いる。

● 令和6年度以降は、３年毎に外来医療計画を見直すこととしており、今年度中に、現行計画を見直し、次期外
来医療計画を策定することが必要である。

（区 域） 二次医療圏その他当該都道府県の知事が適当と認める区域

（構成員） 診療に関する学識経験者の団体その他の医療関係者、医療保険者その他の関係者

（その他）地域医療構想調整会議を活用することが可能

（参考）外来医療の協議の場（外来医療に係る医療提供体制の確保に関するガイドライン）

（参考）医療法（該当部分のみ抜粋）

第三十条の四 都道府県は、基本方針に則して、かつ地域の実情に応じて、当該道府県における医療提供体制の確保を図るための計画（以下
「医療計画」という。）を定めるものとする。

２ 医療計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

（一～九 略）

十 外来医療に係る医療提供体制の確保に関する事項

概 要
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◎ 本県の二次医療圏は、全て「外来医師多数区域」には該当しないため、地域で不足している外来医療機能の課題と対策、医療機器の効率的
な活用に係る事項を記載

○二次医療圏毎の診療所医師数を可視化
全国335医療圏のうち、上位33.3%（112位以内）が「外来多数区域」

（２）秋田県の外来医療計画（現行）について

計画の基本理念

診療所の開設が都市部に集中している状況を踏まえ、地域内における外来医療機能に関する情報を可視化し、新規開業者に対し情報提供する。また、診療所で
外来医療をする医師が多数いる地域（以下「外来医師多数区域」という。）では、新規開業者に対し、地域で不足している外来医療機能を担うよう求めるなどの取
組によって、新規開業者の行動変容を促し、地域の偏在是正につなげる。

主な記載事項

順位 圏域名

00全国 106.3 102,457 1,277.1 1.000 75.5% 1.000
327 0501大館・鹿角 63.8 52 1.1 1.162 62.2% 1.018
308 0502北秋田 73.4 19 0.4 1.234 69.6% 0.858
277 0503能代・山本 81.0 56 0.8 1.192 71.5% 0.993
179 0504秋田周辺 95.2 322 4.0 1.068 75.5% 1.054
271 0505由利本荘・にかほ 82.5 55 1.0 1.121 61.7% 0.929
269 0506大仙・仙北 82.6 85 1.3 1.152 75.2% 0.912
321 0507横手 67.3 64 0.9 1.143 80.6% 1.126
248 0508湯沢・雄勝 86.0 33 0.6 1.159 64.2% 0.802

外来医師

偏在指標

（再計算値）

標準化

診療所

従事医師数

（人）

2018年

1月1日時点

人口

(10万人）

外来標準化

受療率比

診療所外来

患者数割合

外来患者流出

入調整係数

○現状
・診療所の役割は、外来診療だけではなく、産業医や学校医、介護施設の嘱託医、予防接種等の

公衆衛生分野など多岐にわたる
・一部の病院では、定期的に診療所へ医師を派遣するなど、地域の外来医療機能の維持に協力
・一部の市町村では、診療所の新規開業などに対し補助を実施しているほか、公共交通機関等に

よる患者の通院を支援 など

○課題
・医師・看護師等の医療従事者の不足
・医師の高齢化の進行、旧町村部の診療所の廃止や後継者がいない診療所の増
・新規に開業しようとする医師の減少
・診療所の廃止等に伴い、病院の外来患者が増加することによる医師の負担増
・公共交通機関をはじめとした通院手段の維持・確保 など

○外来医療提供体制の確保のための対策
・医業承継
・医療機関へのかかり方
・秋田市以外での新規開業や承継を促すための支援
・へき地医療の確保
・患者の通院支援

外来医師偏在指標 不足している外来医療機能の課題と対策

○二次医療圏毎に医療機器の配置状況、保有状況等の情報や指標
○共同利用の方針、共同利用計画の作成とチェックのプロセス

医療機器の効率的な活用

○計画の進捗状況は、各調整会議において、地域の外来医療機能や、共同利用の促進のための
協議を行うほか、医療介護基金を活用した支援、その他外来医療に必要な協議を実施
○必要に応じて、各調整会議での協議内容等を県医療審議会にも報告

推進体制と評価
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（３）次期医療計画策定等スケジュール
令和５年 令和６年

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

県議会

医療審議会

医療審議会
医療計画部会

医療連携体制等検討会

地域医療対策協議会

地域医療構想調整会議

若手医師ＷＧ

市町村・保健所・消防等説明

県民理解

第１回

第１回

第２回 第６回

第２回 第３回

医療圏の
現状と課題

次期医療
計画策定
について

医療圏案
決定

計画案
答申

第７回

医療圏案
提示・協議

第２回 全体会

第１回専門部会

第３回 全体会

計画素案
協議・決定

計画案
協議・決定

病床機能報告
外来機能報告
３医療圏の課題等 病床機能の検討

対応方針の
検証・見直し

２月議会

「目指す姿」
の提示

６月議会

医療圏案

１２月議会 ２月議会

計画素案 計画案

中間報告 提言

医療計画に反映 中間見直し・次期
計画に反映

5/31 市町村協働政策会議 11月下旬
市町村協働政策会議
市町村長行政懇談会

市町村議長行政懇談会

WG①

タスクフォース会議②

WG②
タスクフォース会議③

県民向けシ
ンポジウム

５月議会
勉強会

第３回

医療圏案
協議・決定

計画策定の説明

県民向けシ
ンポジウム

９月議会

計画骨子案

第４回

次期地域医療構想に向けた検討

・外来医療の現状
と課題の検討

保健所長会議

第１回 全体会

計画素案
パブコメ

関係団体への
意見聴取

医療圏案の説明

タスクフォース会議①

市町村・消防へ説明、住民アンケート

県医師会・大学・病院協
会・厚生連説明

第１回 第２回 第３回

各対策の現状
と課題の検討

各対策の
素案協議

各対策の
素案決定

合同会議

今後の調整の
あり方等

※このスケジュールは、現時点の予定であり、各会議の開催回数は増となる場合があります。

全体会

第５回

外来医療計画
素案協議
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0２．次期秋田県外来医療計画の方向性
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現行の外来医療計画の全体像

● 現行の計画は、診療所医師が多数いる区域がないため、「外来医療提供体制の確
保」と「医療機器の共同利用の推進」の2つの内容で構成されている。

外来医療体制の確保

外来医療機能に関する情報の可視化
● 外来医師偏在指標を設定（可視化）し、

新規開業者等に情報提供

外来医療提供体制の状況
● 不足する外来医療機能の検討を行うた

めに、地域の現状を記載

外来医療機能の課題・対策
● 地域医療構想調整会議を活用し、各地

域の外来医療の課題と対策を協議

医療機器の効率的な活用

医療機器の配置状況に関する情報の可視化
● 医療機器の配置状況や保有状況を新規購入

希望者に情報提供

医療機器の共同利用計画の策定
● 医療機器の効率的な活用を進めるため、医

療機関が医療機器を購入する場合は、共同利
用計画を作成し、協議の場において確認

※ 医療機器
本計画で医療機器は、CT、MRI、PET、放射線治療

（リニアック及びガンマナイフ）、マンモグラフィの
の５つとしている
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国のガイドラインで変更のあった主なポイント

● 「外来医療提供体制の確保」と「医療機器の効率的な活用」に加え、「地域の外来医
療提供体制の検討」が追加され、大きく3つの内容となる。

● 外来医師多数区域以外の区域において、又は新規開業者以外の者に対しても、地域の実情に応じて、地域で
不足する医療機能を担うよう求めることができることとされた。

● 地域で不足する医療機能について、具体的な目標を定め、達成に向けた取組の進捗評価に努めることとされ
た。

● 医療機器の配置・稼働状況に加え、共同利用計画から入手可能な、医療機器の共同利用の有無や画像診断情
報の有無等の方針についても可視化を進め、医療機関がその地域において活用可能な医療機器について把握で
きるよう、周知を進めることとされた。

● 地域の医療資源を可視化する観点から、令和5年4月1日以降に医療機器を新規購入した医療機関に対して、医
療機器の稼働状況について、都道府県への報告を求めることとされた。

地域の外来医療提供体制の検討
● 外来機能報告により入手可能な紹介受診重点外来や紹介・逆紹介等のデータを活用し、地域の外来医療の提

供状況について把握するとともに、紹介受診重点医療機関の機能・役割も踏まえた、地域における外来医療提
供体制の在り方について、検討を行うこととされた。

● 地域の医療機関の外来機能の明確化や連携状況を可視化し、患者による医療機関の適切な選択を支援するこ
とを目的に、外来医療計画に紹介受診重点医療機関となる医療機関の名称に加え、外来機能報告で把握可能な、
紹介受診重点外来の実施状況等の情報を新たに盛り込むこととされた。

外来医療提供体制の確保

医療機器の効率的な活用

地域の外来医療提供体制の検討
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次期外来医療計画策定に向けての基本方針（案）

○ 国のガイドラインの変更を受けて、次期計画の策定に向けての基本方針は次のとおり
としてはどうか。

○ 計画の目的や方向性については、現行計画を維持する。

○ その上で、新たに記載が求められる「地域の外来医療提供体制の検討」については、新規
項目として追加することを、既存項目でガイドラインの変更があった箇所については、修正
の要否を個別に検討する。

○ また、ガイドラインの変更に加えて、身近な医療機能の充実・強化といった観点について
も記載する。

次期外来医療計画の基本方針
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次期外来医療計画の構成（案）

第1章 基本方針
第1節 策定の主旨

第2節 計画の位置づけ

第3節 計画期間

第2章 外来医療提供体制の確保
第1節 外来医師偏在指標

第2節 外来医療提供体制の状況

第3節 外来医療機能の課題と対策

第3章 医療機器の効率的な活用
第1節 医療機器の調整人口あたりの台数指標

第2節 共同利用計画

第4章 地域の外来医療提供体制の状況について

第1節 地域の外来医療の提供状況

第2節 紹介受診重点医療機関

第5章 推進体制と評価

第1節 推進体制

第2節 評価

現行計画を基本的に維持

ガイドラインの変更に伴う対応の
検討、身近な医療機能の充実・強
化や最新のデータ等による状況の
変化を踏まえ、必要に応じ見直し

新規項目を追加
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03．次期秋田県外来医療計画の主な
検討事項
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03．次期秋田県外来医療計画の主な
検討事項

●地域の現状・・・・・・・・・・・・・・・・・・13

●外来医療提供体制に関する検討事項①・・・・・・22
〃 ②・・・・・・23
〃 ③・・・・・・27
〃 ④・・・・・・28
〃 ⑤・・・・・・30

●医療機器の効率的な活用に関する検討事項①・・・32
〃 ②・・・34

●地域の外来医療提供体制の状況に関する検討事項・36
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地域の現状（人口推計）

● 県全体では、2020年の総人口は959,502人が、2030年には814,295人に減少する
ことが見込まれる。

● また、65歳以上の人口割合は、2030年には県全体で43％まで上昇することが見込
まれる。

92,855 79,478 69,184 

506,960 
444,557 

394,681 

169,110 

152,150 
130,372 

190,577 

209,100 

220,058 

37%

41%

43%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

2020年 2025年 2030年

図 人口及び高齢化率の推移

0～14歳 15～64歳 65～74歳 75歳以上 65歳以上の割合

資料：総務省「国勢調査」、社会保障人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018推計） 13



地域の現状（外来患者数の推計）

● 県全体では2020年の外来患者総数は52,436人が、2030年には47,283人に減少す
ることが見込まれる。

● また、65歳以上の人口割合は、2030年には62.7％まで上昇することが見込まれる。

3,539 3,054 2,657 

18,939 
16,695 14,983 

13,037 

11,729 
10,050 

16,921 
18,582 

19,593 

57.1% 60.5%
62.7%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

2020年 2025年 2030年

図 外来患者数の推移（人／日）

0～14歳 15～64歳 65～74歳 75歳以上 65歳以上の割合

資料：総務省「国勢調査」、社会保障人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018推計） 14



地域の現状（傷病大分類別の外来患者推計）
● 県全体の主な傷病大分類別の外来患者数は、2030年までに年々減少することが見

込まれる。

882 827 773 
2,356 2,262 2,143 

3,514 3,379 3,204 

1,698 1,564 1,434 

1,391 1,370 1,323 

2,758 2,664 2,541 

7,714 7,676 7,477 

2,733 2,466 
2,217 

7,046 
6,562 

6,058 

1,715 
1,581 

1,457 

8,400 
8,188 

7,889 

2,864 
2,713 

2,553 

1,690 
1,548 

1,425 

6,350 
6,042 

5,676 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

2020年 2025年 2030年

図 県全体の主な傷病大分類別の外来患者推計（人／日）
⑳ 健康状態に影響を及ぼす要因及び保健サー

ビスの利用

⑲ 損傷，中毒及びその他の外因の影響

⑭ 腎尿路生殖器系の疾患

⑬ 筋骨格系及び結合組織の疾患

⑫ 皮膚及び皮下組織の疾患

⑪ 消化器系の疾患

⑩ 呼吸器系の疾患

⑨ 循環器系の疾患

⑦ 眼及び付属器の疾患

⑥ 神経系の疾患

⑤ 精神及び行動の障害

④ 内分泌，栄養及び代謝疾患

① 感染症及び寄生虫症

資料：総務省「国勢調査」、社会保障人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018推計）
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地域の現状（診療所数の状況）

● 診療所（有床・無床）数の推移について、H31年とR5年を比較すると、県全体の診療所数は
概ね変更はない。（818件→820件）

● 一方、有床診療所数は減少して、無床診療所数は増加している。

有床診療所数

保健所 H31.4 R2.4 R3.4 R4.4 R5.4 増減
（R5-H31)

大館 4 3 3 3 3 ▲ 1
北秋田 1 1 1 1 1 0
能代 9 9 9 8 7 ▲ 2

秋田中央 2 2 2 2 2 0
秋田市 17 16 16 16 16 ▲ 1

由利本荘 7 7 7 8 8 1
大仙 7 7 5 5 5 ▲ 2
横手 3 2 2 2 2 ▲ 1
湯沢 6 6 5 5 5 ▲ 1
計 56 53 50 50 49 ▲ 7

無床診療所数

保健所 H31.4 R2.4 R3.4 R4.4 R5.4 増減
（R5-H31)

大館 61 63 65 64 66 5
北秋田 31 31 32 32 30 ▲ 1
能代 67 66 65 64 63 ▲ 4

秋田中央 60 59 61 62 63 3
秋田市 264 261 268 270 272 8

由利本荘 71 72 71 70 66 ▲ 5
大仙 93 94 95 100 98 5
横手 77 79 79 79 74 ▲ 3
湯沢 38 37 39 39 39 1
計 762 762 775 780 771 9
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資料：医務月報を基に医務薬事で作成 16



地域の状況（診療所の新規開設状況）

● 診療所開設届出のあった件数を見ると、秋田市の開設が全体の半数以上を占める一方で、
町村では少ない状況となっている。

【診療所開設件数の状況】

現市町村 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 合計 現市町村 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 合計

小坂町 0 0 0 0 0 0 井川町 0 0 0 0 0 0

鹿角市 0 0 1 0 1 2 潟上市 0 0 0 0 0 0

大館市 0 0 1 1 3 5 秋田市 5 3 5 4 6 23

北秋田市 0 0 0 0 0 0 由利本荘市 0 1 0 0 0 1

上小阿仁村 0 0 0 0 0 0 にかほ市 0 0 0 0 0 0

八峰町 0 0 0 0 0 0 大仙市 1 1 0 1 0 3

藤里町 0 0 0 0 0 0 仙北市 0 0 0 0 0 0

能代市 3 1 0 0 0 4 美郷町 0 0 0 0 0 0

三種町 0 0 0 0 0 0 横手市 0 1 0 1 1 3

男鹿市 0 0 0 0 1 1 湯沢市 0 0 0 0 0 0

大潟村 0 0 0 0 0 0 東成瀬村 0 0 0 0 0 0

八郎潟町 0 0 0 0 0 0 羽後町 1 0 0 0 0 1

五城目町 0 0 0 0 0 0 計 10 7 7 7 12 43

資料：医務月報を基に作成
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地域の現状（診療所医師の高齢化状況）

● H28年とR2年を比較すると、県内の診療所医師数は増加している。

● また、65歳以上の診療所の医師の割合は、大館・鹿角を除く圏域において増加している。

（H28.12.31時点） 年代別医師数（人）
65歳以上の割合

圏域 20代 30代 40代 50代 60代 70代～ 総数

全国 181 4,540 19,252 30,038 29,580 18,866 102,457 31.8%

秋田県 0 13 111 204 221 132 681 33.0%

大館・鹿角 0 0 4 17 12 21 54 50.0%

北秋田 0 0 2 6 6 5 19 42.1%

能代・山本 0 0 9 12 24 11 56 41.1%

秋田周辺 0 8 63 97 102 49 319 26.3%

由利本荘・にかほ 0 1 7 15 19 13 55 36.4%

大仙・仙北 0 0 16 29 21 18 84 36.9%

横手 0 2 5 20 27 8 62 37.1%

湯沢・雄勝 0 2 5 8 10 7 32 28.1%

（R2.12.31時点） 年代別医師数（人）
65歳以上の割合

圏域 20代 30代 40代 50代 60代 70代～ 総数

全国 309 5,053 18,212 28,495 31,835 23,322 107,226 35.7%

秋田県 0 13 87 191 237 162 690 41.2%

大館・鹿角 0 0 4 17 12 21 54 48.1%

北秋田 0 0 1 3 6 8 18 61.1%

能代・山本 0 1 9 11 16 17 54 48.1%

秋田周辺 0 11 51 91 125 54 332 35.8%

由利本荘・にかほ 0 0 8 12 19 16 55 43.6%

大仙・仙北 0 0 8 30 23 22 83 38.6%

横手 0 1 3 18 23 18 63 50.8%

湯沢・雄勝 0 0 3 9 13 6 31 45.2%
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61.1%

48.1%
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診療所における65歳以上の医師の割合

（H28.12.31時点） （R2.12.31時点）

【年齢階級別診療所医師数】

資料：厚生労働省「外来医師偏在指標データ集」を基に作成 18



地域の現状（旧郡部における一般診療所数）

● 東北厚生局へ届出があった診療所数を見ると、H30は各町村に最低１つの診療所があったが、
R5はゼロとなっている地域も存在している。

現市町村名 旧町村名
厚生局届出診療所

数(H30.2.1)
厚生局届出診療
所数(R5.6.1)

増減

小坂町 小坂町 2 2 0

大館市
比内町 1 1 0
田代町 1 0 ▲ 1

北秋田市

鷹巣町 12 10 ▲ 2
合川町 1 1 0
森吉町 1 1 0
阿仁町 1 1 0

上小阿仁村上小阿仁村 1 1 0
能代市 二ツ井町 3 3 0
藤里町 藤里町 1 1 0

八峰町
峰浜村 2 2 0
八森町 2 2 0

三種町

八竜町 3 2 ▲ 1
山本町 2 2 0
琴丘町 3 1 ▲ 2

五城目町 五城目町 6 5 ▲ 1
八郎潟町 八郎潟町 3 2 ▲ 1
井川町 井川町 1 1 0
大潟村 大潟村 1 1 0
男鹿市 若美町 2 2 0

潟上市

天王町 5 5 0
昭和町 5 5 0

飯田川町 2 2 0

現市町村名 旧町村名
厚生局届出診療所

数(H30.2.1)
厚生局届出診療
所数(R5.6.1)

増減

秋田市
河辺町 3 3 0
雄和町 2 1 ▲ 1

由利本荘市

岩城町 1 1 0
大内町 3 3 0
東由利町 5 3 ▲ 2
由利町 2 2 0
矢島町 3 3 0
鳥海町 4 3 ▲ 1
西目町 1 2 1

にかほ市

仁賀保町 5 4 ▲ 1
金浦町 1 1 0
象潟町 6 5 ▲ 1

大仙市

協和町 6 4 ▲ 2
西仙北町 4 4 0
神岡町 1 1 0
南外村 1 0 ▲ 1
仙北町 2 2 0
中仙町 3 3 0
太田町 1 1 0

仙北市

角館町 7 7 0
田沢湖町 6 4 ▲ 2
西木村 2 2 0

現市町村名 旧町村名
厚生局届出診療
所数(H30.2.1)

厚生局届出診療
所数(R5.6.1)

増減

美郷町

千畑町 1 1 0

六郷町 6 5 ▲ 1

仙南村 1 1 0

横手市

山内村 4 4 0

大雄村 2 2 0

大森町 2 2 0

雄物川町 4 4 0

平鹿町 4 4 0

十文字町 8 8 0

増田町 3 2 ▲ 1

湯沢市

稲川町 2 2 0

皆瀬村 1 1 0

雄勝町 2 1 ▲ 1

羽後町 羽後町 2 3 1

東成瀬村 東成瀬村 2 2 0

計 60 174 154 ▲ 20

【旧郡部の診療所数】

19
資料：東北厚生局秋田事務所届出一覧を基に作成



地域の現状（在宅医療）

区分 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

大館・鹿角 495 536 549 555 566 

北秋田 184 192 191 187 188 

能代・山本 387 415 422 430 438 

秋田周辺 1,444 1,647 1,806 1,980 2,164 

由利本荘・にかほ 435 467 482 499 528 

大仙・仙北 563 584 580 585 608 

横手 415 436 441 454 482 

湯沢・雄勝 283 287 279 280 290 

合計 4,207 4,563 4,750 4,969 5,264 

うち７５歳以上 90.5% 92.0% 93.3% 94.3% 95.1%

うち８５歳以上
70.5% 73.1% 72.3% 75.8% 80.0%

● 訪問診療の利用者数は今後も増加し、2040年頃がピークとなる見込みである。

● 後期高齢者の利用割合は約95％となり、うち85歳以上が約８割となる見込みである。

NDBデータ及び住民基本台帳人口を基に作成した性・年齢階級別の受診率を、将来推計人口に機械的に適用して推計

【訪問診療の需要見込み】

20



● 高齢化の進行に伴い、複数の疾患を持つ患者の増加

● 診療所の廃止等に伴う医療機能の低下や、病院への外来患者が増加することによる病院医師の負担の
増加

● 新規に開業しようとする医師の減少（30代～50代の医師の不足）

地域の現状（まとめ）

【診療所の状況】
● 外来患者数は、減少が見込まれる。（R2：52,436人→R12：47,283人）

● 外来患者数に占める65歳以上の割合は、上昇が見込まれる。（R2：57.1％→R12：62.7％）

● 診療所数（有床・無床）については、県全体でほぼ変わっていない。（H31：818件→R5：820件）

● 一方、旧郡部では診療所数は、減少している。（H30：174件→R５：154件）

● 65歳以上の診療所の医師の割合は、増加している。（H28：33.0％→R2：41.2％）

【在宅医療】
● 高齢化の進行により、訪問診療の利用者は、増加が見込まれ、今後さらに在宅医療の需要は、高まる見

込である。

外来医療に係る県内の状況

外来医療に係る県内の課題

21



● 対象区域ごとに診療に関する学識経験者の団体その他の医療関係者、医療保険者その他の関係者との協
議の場を設け、関係者との連携を図りつつ、外来医療機能の偏在・不足等への対応に関する事項等につい
て協議を行い、その結果を取りまとめ、公表するものとされている。

● 協議の場については、地域医療構想調整会議を活用することが可能とされていることから、現行計画で
は、地域医療構想調整会議を協議の場としている。

● 外来医療に係る医療提供体制の確保や医療機器の効率的な活用に関する協議を行うため、対象区域を設
定することが必要である。

● 現行計画では、一定程度完結する地域の範囲として二次医療圏としている。

外来医療提供体制に関する検討事項①（区域単位・協議の場）

○ 外来医師偏在指標等の外来医療に係るデータの中には、二次医療圏単位でしか把握できないものもある
が、外来医療と関係する在宅医療に係る協議の対象区域は地域医療構想区域（８構想区域）を単位として
いることを踏まえると、在宅医療との連動や地域の実情を踏まえたきめ細やかな協議を可能とするため、
現行の地域医療構想期間中は、８構想区域を単位としてはどうか。

（参考）在宅医療連携体制検討会における、圏域に関しての主な意見を挿入

○ 引き続き地域医療構想調整会議（８構想区域）を協議の場としてはどうか。

区域単位の設定

協議の場の設置

22



外来医療提供体制に関する検討事項②（外来医師偏在指標）

23

外来医師偏在指標について

● 外来医療機能の偏在・不足等の状況を可視化するために、人口１０万人あたりの診療
所医師数を指標化したものである。

● 外来医師偏在指標の値は、国が一元的に整理したデータを基に、医療需要と人口構成、
医師の性別・年齢区分、病院と診療所の外来医療に関する対応割合等を勘案して、全国
一律の計算式により算定される。

● 外来医師偏在指標の値が全国の二次医療圏の上位３分の１（１１２位以内）に該当す
る場合は、その二次医療圏を「外来医師多数区域」として設定される。

○外来医師偏在指標

標準化診療所医師数

（地域の人口（１０万人）×地域の標準化受療率）×地域の診療所の外来患者対応割合

診療所医師数に性別・年齢別
の平均労働時間を加味

診療所の対応割合を加味



外来医療提供体制に関する検討事項②（外来医師偏在指標）
※国の説明会資料
より抜粋
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外来医療提供体制に関する検討事項②（外来医師偏在指標）

● 令和５年４月２８日に厚生労働省が公表した都道府県別の外来医師偏在指標（暫定）を
高い順から並べたものである。

● 秋田県は全国で４２位であり、外来医師全体の偏在の度合いが少ない都道府県と言える。
※現行計画策定時は43位（83.5）

順位 都道府県 外来医師偏在指標 順位 都道府県 外来医師偏在指標 順位 都道府県 外来医師偏在指標

1 東京都 149.3 17 奈良県 116.4 33 宮城県 102.0

2 京都府 141.4 18 鹿児島県 116.0 34 沖縄県 101.0

3 和歌山県 135.4 19 石川県 111.5 35 北海道 100.4

4 徳島県 134.6 20 高知県 109.5 36 富山県 100.2

5 佐賀県 127.7 21 群馬県 108.2 37 栃木県 98.8

6 長崎県 125.8 22 三重県 107.8 38 静岡県 93.2

7 香川県 125.6 23 山口県 107.5 39 山形県 93.2

8 岡山県 124.6 24 岐阜県 107.5 40 埼玉県 93.2

9 鳥取県 124.2 25 島根県 107.4 41 福島県 93.0

10 大阪府 123.6 26 神奈川県 107.4 42 秋田県 88.6

11 広島県 123.4 27 山梨県 107.4 43 千葉県 88.6

12 福岡県 123.3 28 滋賀県 105.0 44 茨城県 88.2

13 兵庫県 122.9 29 宮崎県 104.5 45 岩手県 83.5

14 大分県 121.0 30 愛知県 104.0 46 新潟県 82.6

15 愛媛県 119.6 31 長野県 103.4 47 青森県 82.3

16 熊本県 117.3 32 福井県 102.5 － 全国平均 112.2

25



外来医療提供体制に関する検討事項②（外来医師偏在指標）

● 県内の二次医療圏ごとに外来医師偏在指標を高い順に並べたものである。
● 暫定としている指標によると、現計画の指標と同様に本県には、「外来医師多数区域」はない見込
みである。

※国が暫定としているのは、都道府県において二次医療圏の見直しが行われた場合に再算定するた
め。

県内順位 全国順位 圏 域
外来医師偏在
指標（暫定）

外来医師偏在
指標（現行）

1 154 秋田周辺 102.0 95.2

2 237 湯沢・雄勝 89.0 86

3 255 由利本荘・にかほ 86.2 82.5

4 257 大仙・仙北 86.0 82.6

5 279 能代・山本 81.6 81

6 315 北秋田 72.1 73.4

7 322 横手 69.4 67.3

8 323 大館・鹿角 69.1 63.8

○本県における外来医療機能確保については、現行計画から引き続き、外来医療機能の偏在
是正に主眼を置くのではなく、各地域における外来医療に係る現状の共有と、地域で不足
する外来医療機能の課題について協議し、その対策に取り組むこととしてよいか。
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● 本県では外来医師多数区域は無い見込みであるため、次期外来医療計画においても、
協議の場で、外来医療に係る情報提供を行うこととしてはどうか。

● 外来医師多数区域以外の区域において、又は新規開業者以外の者に対しても、地域の
実情に応じて、地域で不足する医療機能を担うよう求めることができることとされた。

（参考）
「外来医師多数区域」では、新規開業を希望するものに「不足する外来機能」を担う事
に協力を求め（開業の際に同意書を提出）、協力に賛同しない（できない）場合は、地
域医療構想調整会議で協議し、その結果を公開する。

外来医療提供体制に関する検討事項③（新規開業者等への情報提供）

国ガイドライン

県の考え
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外来医療提供体制に関する検討事項④（不足する外来医療への対策について）

現行計画における不足する外来医療における取組状況

●医業承継
県医師会などの関係団体とも連携しながら、病院を退職する医師への働きかけを行うなど診療所の承継
に繋がるような支援に取り組む。

→ 県内診療所に対するニーズ調査や、県医師会が実施するセミナーや相談会等のマッチングを活性化さ
せるための取組に対し支援を行った。

●切れ目のない診療体制の構築
切れ目のない診療体制の構築について、主治医を基本としつつも、複数医師の連携によるグループ診療
を進める必要がある。

→ 在宅医療に関し、在宅療養患者の休日の病状急変に対応できる体制を整備するため、郡市医師会または
基幹病院が実施する休日の在宅当番医制度の実施に対し支援を行っている。
（R4:能代山本医師会病院、横手市医師会、湖東厚生病院）

●医療機関へのかかり方
患者の医療機関へのかかり方について、かかりつけ医への受診勧奨のほか、分かりやすい医療情報の提
供など、県民向けの周知に努める必要がある。

→ 県民が病院等の選択を適切に行うため、医療機関・薬局の機能に関する情報を県が集約して提供する
「あきた医療情報ガイド」を運用している。
（R1：150,373件、R2：135,224件、R3：168,818件、R4：169,860件）

●へき地医療の確保
へき地医療の確保について、へき地診療所の運営や、施設・設備整備に対して、引き続き、国庫補助を
活用した支援を行う。

→ 山村地域や過疎地域など、容易に医療機関を利用できない無医地区等において、巡回診療や患者輸送事
業を実施する病院や市町村及びへき地診療所の運営費に対する助成や、へき地診療所へ医師派遣してい
る病院に対して支援を行っている。
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外来医療提供体制に関する検討事項④（不足する外来医療への対策について）

次期計画における不足する外来医療への対策（案）

● 医業承継
地域医療構想調整会議等において、県医師会等の医業承継に関する取組を紹介する。

● 総合診療医の育成支援
さまざまな症状に対応し必要に応じて専門医につなぐ総合診療医の育成を支援する。

● 切れ目のない診療体制の構築
主治医を基本としつつも、複数医師の連携によるグループ診療を進める。

● 医療機関へのかかり方
かかりつけ医への受診勧奨を進めるため、外来機能報告の活用や紹介受診重点医療機

関の周知など、分かりやすい医療情報を提供する。

● 秋田市以外での新規開業支援
不足している診療科や地域医療構想との関係も踏まえた上で、必要な施設整備等に対

し、医療介護総合確保基金の活用を検討する。

● へき地医療の確保
診療所の運営や施設整備等に対し、引き続き、国庫補助を活用し支援を実施する。

● 外来医療機能へのアクセス支援
地域の実情を踏まえた通院手段の維持・確保に取り組むほか、身近な医療の充実・強

化のため、オンライン診療の活用を進める。
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外来医療提供体制に関する検討事項⑤（目標値）

● 地域に必要な外来医療提供体制の構築を進める観点から、都道府県は、地域で不足す
る医療機能について、具体的な目標を定め、達成に向けた進捗評価に努めることとする。
進捗状況が芳しくない場合には、その原因について考察を行う。

● 外来医療の現状を踏まえ、現行計画では目標値を以下のとおりとしている。

【通院外来患者数】※現行計画抜粋 【目標値】※現行計画抜粋

内容 目標値 目標の考え方

人口10万人あ
たりの通院外来
を行う一般診療
所数

５７
現状の診療所の
体制維持を目指
す

国ガイドライン

現行計画
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○ 次期外来医療計画の目標値について、どのように目標値を設定すべきか。
・現行目標を引き続き維持すべき
・人口10万人あたりではなく実数とすべき
・区域ごとに目標値を設定すべき 等

次期計画

人口（10万人）

圏域名 住基人口
通院外来施設数

（病院）

通院外来施設数

（一般診療所）

通院外来施設数

（病院）

通院外来施設数

（一般診療所）
合計

全国 1,277.1 8,277 79,978 6 63 69

秋田県 10.2 67 579 7 57 64

大館・鹿角 1.1 10 45 9 41 50

北秋田 0.4 * 16 45 45

能代・山本 0.8 7 55 9 67 76

秋田周辺 4.0 26 253 7 64 70

由利本荘・にかほ 1.0 8 58 8 56 63

大仙・仙北 1.3 8 70 6 54 60

横手 0.9 * 55 60 60

湯沢・雄勝 0.6 * 28 44 44

通院外来施設数（月平均施設数） 人口10万人あたりの通院外来施設数



（参考）各県の外来医療計画（現行）における主な目標値

31

目標項目 現状値 目標値

救急出動件数に占める
軽症者の割合 40.2％

（H29）
減少

訪問診療を実施してい
る診療所数・病院数 210か所

（H28年度）
現状維持

①青森県 ※青森県保健医療計画（5疾病5事業及び在宅医療）で設定している数値目標から抜粋

②千葉県

目標項目 現状値 目標値

救急安心電話相談事業
の対応件数

22,208件
（平成30年度）

30,000件
（令和5年度）

在宅患者訪問診療実施
診療所数・病院数

767箇所
（平成27年度）

976箇所
（令和２年度）

③宮崎県

目標項目 目標値 目標値

県民意識調査の「本県
の医療体制に対する満
足度」

43.3％
平成31年2月

調査

50.0％
（令和５年度）



● 人口減少が見込まれ、効率的な医療提供体制を構築する必要がある中、医療機器につ
いても、効率的に活用できるよう、情報の可視化や新規購入者へ情報提供を行い、地域
の中で医療機器の共同利用を促す必要がある。（国ガイドライン）

● 現行計画では、医療機器の効率的な活用に資するため、地域の医療ニーズを踏まえた
地域ごとの医療機器の配置状況を可視化する指標（調整人口あたりの台数）を作成し、
医療機器を有する医療機関をマッピングした上で、新規購入希望者に対して情報提供す
ることにしている。

医療機器の効率的な活用に関する検討事項①

○ 次期外来医療計画においても、現行計画に記載している地域ごとの医療機器の配置状
況を可視化する指標や医療機器を有する医療機関のマッピング情報等の内容を記載する
こととし、情報の精査や更新に努めることとしてはどうか。

医療機器の配置状況に関する情報提供

32

県の考え



（参考）医療機器の配置状況関する情報提供の内容

人口（10万人）

住基人口 病院 一般診療所 合計 病院 一般診療所 病院 一般診療所

全国 1,277.1 8,344 5,782 14,126 11.1 20,334,738 3,828,747 2,437 662

秋田県 10.2 62 46 108 8.8 141,240 34,339 2,278 747

大館・鹿角 1.1 8 7 15 10.7 23,741 3,301 2,968 472

北秋田 0.4 1 2 3 6.1 3,691 2,368 3,691 1,184

能代・山本 0.8 6 4 10 9.2 15,784 3,043 2,631 761

秋田周辺 4.0 26 12 38 8.6 53,262 9,696 2,049 808

由利本荘・にかほ 1.0 7 1 8 6.4 13,883 427 1,983 427

大仙・仙北 1.3 8 7 15 9.2 17,456 5,893 2,182 842

横手 0.9 4 8 12 10.5 7,450 6,493 1,863 812

湯沢・雄勝 0.6 2 5 7 8.5 5,973 3,117 2,987 623

ＣＴ保有台数 年間算定件数 １台あたりの稼働件数
圏域名 調整人口当たり台数

【例：医療機器の配置状況を可視化する指標、マッピングデータ】

人口（10万人）

住基人口 病院 一般診療所 合計 病院 一般診療所 病院 一般診療所

全国 1,277.1 4,787 2,209 6,996 5.5 9,047,431 4,296,590 1,890 1,945

秋田県 10.2 42 21 63 5.4 59,198 37,439 1,409 1,783

大館・鹿角 1.1 6 3 9 6.8 8,560 4,960 1,427 1,653

北秋田 0.4 1 1 2 4.4 1,311 1,397 1,311 1,397

能代・山本 0.8 4 3 7 6.9 6,317 4,230 1,579 1,410

秋田周辺 4.0 15 9 24 5.5 26,075 15,481 1,738 1,720

由利本荘・にかほ 1.0 6 1 7 5.9 6,181 905 1,030 905

大仙・仙北 1.3 4 4 8 5.2 5,086 10,269 1,272 2,567

横手 0.9 4 0 4 3.7 2,832 * 708 *

湯沢・雄勝 0.6 2 0 2 2.6 2,836 * 1,418 *

ＭＲＩ保有台数 年間算定件数 １台あたりの稼働件数
圏域名 調整人口当たり台数
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【医療機器の配置状況を可視化する指標（※現行計画抜粋）】
NDBデータ（平成29年4月から30年3月までの診療分データ）に基づき算出）

【医療機器のマッピングデータ（※R5.7.31厚労省提供）】



医療機器の効率的な活用に関する検討事項②

● 医療機器の効率的な利用をさらに進めるため、現行計画では、医療機器を新たに購入する医療機関（無
床診療所・有床診療所・病院）は、共同利用の有無などを記載する共同利用計画書を作成し、保健所に
提出している。

● 対象医療機器の新規購入時の共同利用計画の提出については、令和２年度から開始し、21件の提出が
あった。

● 提出された共同利用計画は、地域医療構想調整会議において、その内容を確認することになっているが、
新型コロナウイルス感染症の影響により、外来医療に関する協議ができていない。

※外来医療計画一部抜粋

２ 共同利用計画の内容
（１）共同利用の方針

病診連携の推進など、地域内の効果的かつ効率的な共同利用に係る体制を構築する
ことを、基本的な方針として定めることとし、この方針の下、医療機器を新たに購入
する医療機関は、共同利用計画を作成します。

（２）共同利用計画の記載事項
医療機器を新たに購入する医療機関は、購入時に、共同利用計画を作成します。機

器設置に係る届け出と合わせて、保健所に提出します。
【記載事項】

○ 共同利用の相手方となる医療機関
○ 共同利用の対象とする医療機器
○ 保守や整備等の実施に関する方針
○ 画像情報及び画像診断情報の提供に関する方針
○ その他、共同利用に関する事項

３ 共同利用計画の取り扱い
提出された共同利用計画は、調整会議において、その内容を確認します。また、

提出された共同利用計画や調整会議での協議の状況などは、必要に応じて、県医療審
議会に報告します。

共同利用を行わない場合については、共同利用を行わない理由を調整会議で確認す
ることがあります。

共同利用計画について①

34



医療機器の効率的な活用に関する検討事項②

● 医療機器の配置・稼働状況に加え、共同利用計画から入手可能な、医療機器の有無や
画像診断情報の提供の有無等の方針についても可視化を進め、医療機関がその地域にお
いて活用可能な医療機器を、把握できるよう、周知することとされた。

● 地域の医療資源を可視化する観点から、令和５年４月１日以降に医療機器を新規購入
した医療機関に対して、医療機器の稼働状況について、都道府県への報告を求めること
とされた。

● 共同利用計画の方針等については、現行計画を維持することとし、また提出された共
同利用計画書の内容は、地域の医療機関が、活用可能な医療機器を把握できるよう、地
域医療構想調整会議に報告後、速やかに県ウェブサイトで公表する。

● 医療機器の稼働状況の報告については、令和４年度から開始された外来機能報告で把
握可能な病院・有床診療所は対応不要とする。無床診療所には報告を求めることとする。

共同利用計画について②

国ガイドライン

県の考え
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地域の外来医療提供体制の状況に関する検討事項

● 「紹介受診重点医療機関」は、外来機能の明確化・連携を強化し、患者の流れの円
滑化を図るために新たに位置づけられる医療機関の類型

● 患者がまずは地域の診療所や中小病院を受診し、必要に応じて紹介を受けて紹介受
診重点医療機関を受診する、その後状態が落ち着いたら逆紹介を受けて地域に戻る、
といった受診の流れを明確にすることが目的

紹介

逆紹介

医療資源を重点的に活用する外来の機能に着
目し、紹介患者への外来を基本する医療機関
を紹介受診重点医療機関として明確化

地域の外来機能の明確化や連携の強化により、紹介・逆紹介を進め、患者の流れの円滑化に繋がる

外来機能報告を踏まえた紹介受診重点医療機関①

診療所、中小病院 紹介受診重点医療機関

地域の外来機能の明確化や連携の強化により、紹介・逆紹介を進め、患者の流れの円滑化に繋げる
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（参考）紹介受診重点医療機関の基準
・初診の外来件数のうち、医療資源を重点

的に活用する外来の件数割合 40％以上

かつ

・再診の外来件数のうち、医療資源を重点
点に活用する外来件数割合 25％以上



地域の外来医療提供体制の状況に関する検討事項

● 紹介受診重点医療機関は、令和３年の医療法改正で新たに創設された外来機能報告で医療機関
から受ける「医療資源を重点的に活用する外来の状況」や「紹介受診重点医療機関となる意向の
有無」に基づき、地域医療構想調整会議での協議を経て選定される。

● 選定後は、県ウェブサイトで公表する。

● 外来医療計画に紹介受診重点医療機関となる医療機関の名称に加え、外来機能報告で把握可能な、
紹介受診重点外来の実施状況等の情報を新たに盛り込むこととする。

● 毎年度の外来機能報告の結果により、紹介受診重点医療機関や紹介受診重点外来の実施状況が変
わることから、計画には、令和４年度外来機能報告に基づく内容及び県ウェブサイトのアドレスを
掲載し、その後の更新状況は県ウェブサイトで公表することとする。

外来機能報告を踏まえた紹介受診重点医療機関②

国ガイドライン

県の考え
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（参考）外来機能報告の内容①
※国の説明会資料よ

り抜粋
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（参考）外来機能報告の内容②
※国の説明会資料よ

り抜粋
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（参考）外来機能報告の内容③
※国の説明会資料よ

り抜粋

40



（参考）紹介受診重点医療機関について①
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（参考）紹介受診重点医療機関について②

メリット

1

2

3

３

紹介受診重点医療機関入院診療加算が算定可能（一般病床200床以上の病院のみ）

●入院の強化や勤務医の外来負担の軽減等による入院医療の質の向上を想定した加算である
「紹介受診重点医療機関入院診療加算 800点（入院初日）の算定が一部の入院基本料の算
定患者について可能。
ただし、地域医療支援病院入院診療加算と別に算定不可

連携強化診療情報提供料の算定ハードルの低下

●かかりつけ医から紹介された患者が紹介先となる医療機関を受診、その診療状況を示す文書
を紹介元に提供した際に算定できる「連携強化診療情報提供料 150点」が実質的にハード
ルを下げて算定可能となる
（紹介元がかかりつけ医機能に係る施設基準を届け出ていなくても算定できる）
※病床数に関係なく受けられるメリット

院外での広告宣伝が可能

●紹介受診重点医療機関（紹介受診重点病院・紹介受診重点診療所）として、院外で広告宣伝
をすることが可能
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※国の説明会資料よ
り抜粋



（参考）紹介受診重点医療機関について③
※国の説明会資料よ

り抜粋
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